
はじめに

九州労災病院勤労者予防医療センター（旧：健康診断

センター）においては，これまで30年近く，K市の小

学校給食作業者における頸肩腕障害の健康診断（以下頸

肩腕健診）を施行してきた．このうち，平成10年度と

12年度の同健診について，給食作業における肩凝りな

ど各種症状の有訴率における加齢・就業年数などの有意

差や，それらの愁訴と骨・関節変化との関連性をみるた

め，頸椎や腰椎のX線変化を合わせて検索し，給食作

業がどのように負荷要因としてX線的な骨・関節変化

に影響するかを検討した．その結果と考察から，健診者

の各種の愁訴とX線変化との関連性はない一方，骨・

関節変化は就業年数などとより年齢などの個別的因子と

の関与が強く現われることが明らかになり，その内容を

本誌に発表した1）2）．そこで，これらの結果を参考にし，

今回，平成14年度の頸肩腕健診においては，前回の脊

椎の検索と同様に，給食作業が手指の痛みや変形にどの

ように関与し，作業負荷要因などがどのような機序で手

指の骨・関節変化に影響していくかなどを検討した．こ

れらから，上肢作業として身体への過大負荷が考えられ

る給食作業に対する産業医学的検討を考察した．特に，

給食作業者において手指の遠位指節間関節に多発する，

ヘバーデン結節を主症状とするいわゆる「指曲がり症」

について，給食作業との関連性とともに発症病態につい

ても模索した．
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要旨：長期勤続の学校給食作業者の上肢障害における，労働負荷要因とX線的変化の関連性を

追求するため，頸椎健診に加え手指のX線検索を追加した．これにより，給食作業がどの程度，

あるいはどのように手指や頸椎の骨・関節に影響するかにつき検討した．対象は平成14年度，

九州労災病院勤労者予防医療センターを受診した122名の小学校給食作業者で，年齢は33歳から

60歳まで平均50.4歳であった．全員女性であり，平均勤続年数は24.0年であった．これらの被健

診者に対し，手指痛や肩凝りなどの問診とともに両手および頸椎X線を撮影した．手指はDIP

関節と拇指CM関節，頸椎は椎間板や椎間孔の変化を検索し，さらに握力などの検査も検討した．

これらの検査における各パラメーター間の相関関係などを，数量化理論II類などの統計処理で比

較した．結果は手指の痛みの有訴率は83.8％，肩凝りは62.6％であった．X線変化はDIP関節が

54.6％，CM関節が22.2％，頸椎椎間板変性が53.5％にみられた．これらのうち，DIP関節変化

は年齢，勤続年数，握力，頸椎椎間板変性などとの順位で有相関がみられた．

以上より給食作業における手指や頸椎の変化は，年齢との相関が最も強く現われているものの，

ヘバーデン結節など指の変化は重量物持ち上げ作業などの関与が示唆された．

（日職災医誌，52：270─275，2004）
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今回の学校給食従事者の頸肩腕健診の目的

①年齢や就業などの危険因子と手指関節や頸椎の骨・

関節変化との関連性

②手指の痛みや変形，肩凝り，頸肩腕痛などの諸症状

とX線変化や握力など他の検査項目との関連性

③結果に基ずく産業医学的アプローチの検討

対　　象

対象は平成14年，予防医療センターを受診したK市

小学校給食作業者の122名で，年齢は33歳から60歳ま

で平均50.4±5.0歳であった．全員女性であり，勤続年

数は9年から40年まで平均24.0±6.0年であった（表1）．

対象者の勤務状況は，給食作業のみが1日平均3.1時間，

給食作業以外に4.6時間の作業従事をしており，合計1

日平均7.7時間，週平均4.9日，月平均20.0日，年間平均

10.2カ月勤務していた．主な作業は調理や釜洗いあるい

は，時に5kg以上の重量物の取り扱い作業を行っており，

主として手指を含めた上肢の反復作業に従事していた

（表2）．これらの作業量は，小学校により規模が少し異

なっているものの，ほぼ150人～200人分を一人でまか

なうものである．

方　　法

対象者の健診項目：これらの被健診者に対し，手指の

痛み，肩凝り，上肢の痛みなどの問診とともに，体格，

BMI（Body Mass Index），握力，タッピングや指尖脈

波の検査とともに手関節・手指および頸椎のX線撮影

を行った．手指の前後方向のX線撮影からは，手指の

遠位指節間関節：DIP（distal interphalangeal joint）と

第 1指（拇指）の手根骨中手骨関節：CM（carpo-

metacarpal joint）の変性変化（関節間狭小化や骨棘形

成の有無や関節間の不安定性）を，また，頸椎のX線

撮影は前後・左右および両斜位の4方向から，椎間板の

変性や椎間孔の狭小および骨棘形成の有無を検索した．

また，各種症状は3段階（なし0，ときどき1，いつも2）

に分け，X線変化は3段階（変化なし0，あり1，強くあ

り2）に分類した．さらに，自己記入式アンケート調査

（対象は99人）として，対象者に各種症状と仕事との関

連性やあるいは症状に関する質問とともに，愁訴の原因

との関連（姿勢や調理台の高さや運動不足など）や遺伝

的関与について行った．これらから各パラメーター間の

相関関係などを比較検討した．今回は，とくに経年的変

化や作業量（就業年数）とX線変化（特にDIP関節変

化と頸椎椎間板変化）との関連性に焦点をあて検討した．

統計的処理

1）t-検定による比較，2）χ2（カイ二乗）検定による

関連性の強さ，3）多変量解析の数量化理論2類を用い

た検討．特に，DIP関節変化とχ2検定で関連性がある

と考えられる諸症状や年齢や作業量（就業年数），ある

いは頸椎変化などの項目を説明変数として選択し，各因

子（項目）間の判別得点の差異による各種因子の関連性

の強弱を検討した．

結　　果

有訴率を有り無しで検討すると，手の痛み83.8％，肩

こり62.6％，頸肩腕痛40.4％の有訴率であった（時々も

有りとした）．一方，X線における変化はDIP関節は

54.6％，CM関節は22.2％，頸椎椎間板変性53.5％，骨

棘形成は28.3％であった（表3）（なし以外を有りとし

た）．これらの手指関節（DIP関節）と頸椎（椎間板変
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表１　平成 14 年度学校給食作業者の対象者

中央値最頻値平均値対象年齢・年数

51 歳50 歳50.4 ± 5.0 歳33 ～ 60 歳年齢

23 年20 年24.0 ± 6.0 年9 ～ 40 年就業年数

全例女性：122 名

表２　対象者の勤務状況

3.1 時間1日平均給食従事時間

4.6 時間1日給食以外従事時間

7.7 時間計（１日従事時間）

4.9 日1 週間平均従事日数

20.0 日1 カ月平均従事日数

10.2 月1 年間平均従事月数

１人あたり 150 ～ 200 人分

表３　有訴率と骨・関節変化

有訴率

83.8%手の痛み

62.6%肩凝り

40.4%頸，肩痛

手指・頸椎X線

54.6%DIP 関節変性

22.2%CM関節変性

53.5%椎間板変性

28.3%椎間孔骨棘形成



性）のX線変化の結果は，同年齢層ではやや多いかと

考えられた．

統計処理の分析結果

1．t-検定の結果：①手指の痛みの有無は年齢や就業

年数において有意差はなかった．②DIP関節変化を有

する群は高年齢群であり（p＜0.01），次に就業年数の

長い群であった（p＜0.05）（図1）．③握力と有痛群・

無痛群においては有痛群が明らかに握力低下がみられて

いた（p＜0.05）．また，DIP関節変化を有する群は握力

が低かった（p＜0.05）．④CM関節変化の有無と有意差

を示す項目はなかった．

2．χ2検定の結果：①手指の痛みと関連性があったの

は年齢とだけであり（p＜0.05），就業年数などその他

の項目とは関連がなかった．②手指の痛みとDIP関節

変化，CM関節変化との関連はみられなかった．③DIP

関節の変化と年齢とは強い関連性がみられた（p＜0.01）

（図2）が，CM関節の変化とは関連はみられなかった．

④さらに，頸椎椎間板変性とはDIP関節と（p＜0.05）

また，CM関節変化と（p＜0.01）関連性がみられた

（図3）．

3．数量化理論2類による各項目間の検討：DIP関節

変化と関連性のある項目を多変量解析で分析すると，年

齢，就業年数，握力，椎間板変性などの順位で関連性の

強さがみられた（表4）．

4．自己記入式調査の結果：自己記入式アンケート結

果は，手指の変形有りは60％が有りと回答し，これら

とDIP関節変化とは有意の関連性（p＜0.01）を示して

おり，本人の変形に対する自覚と他覚的検索が強く関連

していた．また種々の症状が仕事と関係していると回答

した者は86.9％あり，その原因として，仕事内容との関

連性は93.0％，調理台の高位が不適切とした者は24.4％，

また，日常の運動不足が関係しているとしたのは17.4％，

姿勢の問題としたのは4.7％であった．さらに，関節変

形の遺伝との関連性や両親の指変形については，回答し

た11名全てが両親の指変形から遺伝の関与があること

を認めていた．

考　　察

労災認定されていた頸肩腕障害は，1997年以降，上

肢障害として認定されるようになった．この中で給食作

業は，保育や看護やパン製造・手話通訳などの職種とと

もに，上肢の反復作業として分類されている3）．一方，

欧米において首，肩，上肢の疾患は，Work Related

Disease（作業関連疾患）の中で，RSI（repetitive

strain injury）やCTD（cumulative trauma disorder）

やOOS（occupational overuse syndrome）などと呼称

されており，給食作業はこれらの作業要素がすべて含ま

れている4）．従って，日本産業衛生学会が定めている

OCD（occupational cervico-brachial disease）の中に，

給食作業は入るものと思われる．

先行の研究から明らかになったことは，学校給食作業

における肩凝り，頸肩腕，腰痛などの有訴率は約70～

90％と高率で，それらは高年齢，就業年数が長かった

が，諸症状とX線変化との関連性はなかった．また，
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図1 DIP関節変化の有無と年齢・就業年数の差異 図3 DIP関節と頸椎椎間板における変化の有無

図2 DIP関節変化有無と年齢の関係



頸椎の変化は年齢や就業年数に関連し，腰椎とそれらと

の関連性がなかった．そして，興味深いのは頸椎と腰椎

の変性変化の関連性が強くみられ，個体要因（体質的）

の有関連性を伺わせた．以上より，給食作業は頸椎への

負荷が少しかかる作業ではあるが，最も強く関連するの

は年齢的因子など個別因子（personal factor）であるこ

とが明らかとなった．

今回，これまでの研究を発展させ，給食作業が手指の

諸症状や手指の骨・関節変化へどのように影響するかに

つき検討した．今回の結果を整理すると，やはり手指症

状（痛み）とX線による骨関節変化についての関連性

は乏しく，これは頸椎や腰椎において肩凝りなど各種愁

訴との関連がなかったとする結果と同様であった．そし

て，手指の骨関節のX線的変化は年齢と関連が強くあ

るものの，就業年数との関連は頸椎と就業年数との関連

性ほどはみられず，職業的因子（mechanical factor）は

少ないものといえる．

ここでいわゆる「指曲がり症」について，これまでの

研究を振り返り考察する．1980年代はじめ，給食作業

負荷が原因とする新聞報道に端を発し，本症状を職業病

とするかどうかを明らかにする目的の研究がなされた．

しかしこれらの報告からは，職業的因子が強いとする意

見5）6）と職業病とは判定できないとする意見7）に分かれ

職業病との断定はできなかった．前者の意見を裏付ける

ものとして，コントロール群との比較（50歳代での発

生率：コントロール群； 29 .3 ％対給食調理員群；

55.4％）7）や7年以上の給食従事者は指曲がりの有訴率が

高くなるとした報告6）から，給食作業が本症状への負荷

因子の一つではないかと推定された．一方，後者の意見

として鶴田らの報告にあるように，10年毎の勤続年数

間には差異がみられず，就業負荷の要因は案外少ないの

ではと結論付けられている7）．今回の検索によるDIP関

節のX線的検討からは，後者の意見と同様に，本作業

は就業年数とは関連が少なく年齢との関連が強くみら

れ，頸椎への負荷ほどは手指の骨関節には強く影響しな

いものと考えられた．

ここでいわゆるヘバーデン結節の発生危険因子につい

て文献的考察をする．これまでの職業性危険因子につい

ては，柔道選手に発生が多く（16人中8人）みられたと

する報告がある8）．そしてその中で，指への強い把持力

が要求される柔道競技は，手指への慢性的な繰り返し外

傷刺激から変形性関節症が発生すると述べている．また，

Hadlerらは職種の違う20年以上勤務の上肢作業者にお

いて，症状発現率の差異（Burler：木のコブを採る作

業：紡績業：吹奏者におけるオッズ比は1.2：0.9：0.5）

を指摘し，過重負荷の大きい職種ほど，DIP関節症発生

の危険性が高いとしている9）．また，Bardらがピアニス

トの指変化はDIP関節症は認めたがヘバーデン結節は
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表４　DIP 関節変化と各因子間関係

（数量化理論 2類）

偏相関係数範囲カテゴリー数値症例数項目

年齢

0.4533.56－ 2.0171133 ～ 44

－ 0.3552445 ～ 49

0.0624650 ～ 54

1.5471855 ～ 60

就業年数

0.2771.330.348199 ～ 19

－ 0.3584020 ～ 24

0.4613225 ～ 34

－ 0.877835 ～ 40

握力

0.2371.07－ 0.4824012.5 ～ 29

0.1243330 ～ 34

0.5842635 ～ 45

椎間板変化

0.2031.218－ 0.26746なし

0.10445少しあり

0.9518強くあり

CM関節変化

0.1230.466－ 0.09978なし

0.36721あり

手指の痛み

0.0210.089－ 0.07516なし

0.01483あり

その他は除く　相関比＝ 0.312　判別率：75.8%



なかったとしている10）．これらのことは，手指への過剰

負荷が強い程，本症の発生と関連性が少なからず有るの

ではないかと推察された．この事実は，本研究でアンケ

ート調査の結果，5kg以上の重量物をもつ回数の多い作

業者において有意差はなかったものの，DIP関節変化の

発生が高くなる可能性を示唆した結果からもいえる（図

4）．しかしながら，最近，Caspiらは，高齢者における

生活歴の後方視的な検索で，職業的負荷量とDIP関節

変化との関連性を調査している．これによれば，平均

79歳でDIP関節症の発生は80％にみられ，職業的負荷

や子供数など機械的刺激の危険因子の関与は少なく，年

齢的要因が最も強く影響していたとしている11）．ただ，

この報告の中でも利き腕の発生率が高かったとしてお

り，やはり負荷量（とくに指の把持強制力）と本症の発

症は少し関連するものと考えられる．このように，手指

関節変化は頸椎X線の変化と同様に，退行性因子（加

齢因子）が優位であるものの，反復や蓄積作業による労

働負荷や負荷量などが，さらに相乗効果的に加わり手指

関節や頸椎へ影響するものと思われた．このことはSei-

dlerらが，持ち上げ動作の蓄積負荷量と腰椎X線変化と

の関連性を指摘しているように，給食作業は他の部位よ

り，上肢や頸椎への負荷が大きい職種であろうと推測さ

れた12）．

さらに，これら以外のリスク因子のうち個体要因につ

いて考察する必要がある．注目すべき点は，手指の関節

（特にCM関節）と頸椎椎間板変性とは強い関連性

（p＜0.01）がみられたことは，頸椎と腰椎との間でみ

られた関連性の強さと同様に，個体要因が骨関節の変性

変化には大きく関係していることを示唆している．すな

わち加齢要因や就業要因に加えて，生来の骨関節の個体

要因としての強弱が関連していることを伺わせた．しか

しながらYazciらが部位による変形性関節症発生を比較

し，荷重関節（膝や股関節）と非荷重関節のDIP関節

症発生は関連性がないとしている13）．このことは，非荷

重関節である手指関節症と頸椎椎間板変化との関連性の

強さや，アンケートの結果からも体質的要因の関与が推

察される．今後のこの方面の研究が期待される．

最後に，以上の結果から産業医学的な検討をする．握

力の低下とDIP関節変化の関連があったが，これは原

因か結果からかは判定できない．しかし，永田の報告14）

やアンケート結果も仕事との関連性を大半が回答してい

ることなどから，重量物持ち上げなどの作業動作量につ

き産業医学的検討が必要であろう．

以上のことから，給食の上肢反復継続作業は頸椎の

骨・関節変化への影響も考慮されるため，健診センター

における健康診断の早期発見の意義は大きく，また疾患

への移行の予防策として作業環境管理や作業管理を含

め，総合的対策がより個別的にされるべきと考えられ

た15）～17）．

ま と め

1）九州労災病院勤労者予防医療センターにおける，

122名の長期勤続の学校給食作業者の頸肩腕障害の健診

を実施し，以下のことが明らかとなった．

2）手指の痛みとX線的な骨関節変化との関連性はな

く，他の頸椎などの所見と同様に症状とX線検索とは

関連がない結果であった．

3）手指の骨関節変化（ヘバーデン結節など）への影

響因子は，給食作業の負荷より，年齢など個別的因子が

より強く関連していた．

4）作業の中で重量物持ち上げなどが手指関節変化に

影響している可能性が高く，これらの産業医学的検討を

考慮する必要がある．
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HEALTH CHECK FOR WORKERS IN SCHOOL FOOD SUPPLIER : 
RELATIONSHIP BETWEEN RADIOGRAPHIC CHANGES AND UPPER LIMB DISORDERS

Toshihiro TOYONAGA
Kyushu Rosai Hospital Industorial Rehabilitation Center for Employees

Toshiro YANAI
Kyushu Rosai Preventive Medical Center

Fumio TSUTSUMI
Kyushu Rehabiritation College

Purpose: Upper limb pain and disorders are widely recognized as work-related disease, however, their etiology
and pathological mechanism are still unknown. The purpose of this study was to reveal the relationship between
work in school food supplier and changes in bone-joint system observed in workers.

Methods: The subjects were 122 female workers in food supplier. The mean age was 50.3 years, and the mean
duration of employment was 24.1 years. Health interviews focusing hand-finger pain and neck-shoulder-arm pain
were conducted following X-ray examination of DIP/CM joint, cervical spine and grip power etc. X-ray examination
was conducted focusing in finger osteoarthrosis and cervical vertebral disc degeneration. Student t-test, Chi squre
test and Quantification-2 were used for statistic analysis.

Results: In 122 participants, 83.8% complained finger pain and 62.6% did neck-shoulder stiffness. X-ray exam-
ination revealed changes in bone and joint structure in 54.6% of DIP joint and 22.2% of CM joints. Foramen spur
formation were observed in 28.3% of cervical spine and disc degenerative changes were in 53.3% of cervical spine.
Structural changes in finger joint were strongly associated to the age, duration of employment, grip power and disc
degeneration in cervical vertebras. The results indicated that school food supplier works influence on DIP joint and
cervical disc but not to CM joint. Strong relationship between the structural changes in DIP joint and cervical spine
would suggest the effect of personal factor, and subjective symptoms were not recognized to be risk factors be-
cause they indicate no relationship with X-ray examination.

Conclusion: The health management for workers in school supplier requires the comprehensive strategy which
investigate more personal factors including X-ray examination, arthropometric measurement and psychological as-
pects.
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